
                                        平成 15年 9月 11日 

 

京都御池中学校・複合施設整備等事業要求水準書（案）について 

 

 京都御池中学校・複合施設整備等事業の実施に当たり，京都市が事業者に対して

要求する業務等の水準の案を示す「京都御池中学校・複合施設整備等事業 要求水

準書（案）」を別紙のとおり公表します。 

 本事業の参画を検討する事業者から，要求水準書（案）に関しての具体的な質問を

受け，要求水準書(案)の検討を行ったうえで，事業者公募時に要求水準書として公表

をします。 

 なお，要求水準書（案）に関する質問受付，質問及び回答の公表並びに要求水準

書（案）資料の交付を次のとおりとします。 

 

１ 要求水準書（案）に関する質問受付，質問及び回答の公表 

  要求水準書（案）の内容について，次の要領により質問回答を行います。 

 （1）質問の方法 

   質問の内容を簡潔にまとめ，「要求水準書（案）に関する質問書（様式 1）」に必要 

  事項を記入し，次のいずれかの方法により提出してください。 

   なお，様式については，Microsoft Excel(Windows 版)形式で作成するようにお願 

  いします。 

  ①電子メール 

   件名については，「要求水準書（案）の質問について」とし，本文中には，企業 

  名，提出者，連絡先（電話，メールアドレス）のみを記入し，質問を 1 ファイルにまと 

  めて添付ファイルで送付してください。 

  ②郵送又は持参 

   フロッピーディスクに保存した電子ファイルにより提出することとし，あわせて電子 

  ファイル内容を出力した用紙を 1部提出してください。 

 （2）受付期間 

  ①電子メール 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 18 日（木）まで 

  ②郵送 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 18 日（木）まで 当日必着 

  ③持参 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 18 日（木）まで（9 月 13 日，14 日，15 日は， 

  受付できません。） 

 （3）提出先 

   京都市教育委員会総務部京都御池中学校・複合施設建設室 

   〒604－8091 

   京都市中京区寺町通御池下る下本能寺前町 500-1 中信御池ビル 7階 

   電子メールアドレス  oike-fukugo@edu.city.kyoto.jp 

  



 （4）質問及び回答の公表 

   要求水準書（案）に関する質問及び回答については，教育委員会総務部京都御 

  池中学校・複合施設建設室のホームページ等で平成 15 年 9 月 30 日（火）に公表 

  を予定しています。 

 

２ 要求水準書（案）資料の交付について 

  要求水準書（案）資料の交付を希望される事業者は，次の要領によりお申し込みく 

 ださい。 

 （1）申込方法 

  「要求水準書（案）資料申込書（様式 2）」に必要事項を記入し，上記 1の(1)①② 

 と同様の方法でお申し込みください。なお，件名については，「要求水準書（案）資 

 料申込について」としてください。 

 （2）申込期間  

  ①電子メール 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 16 日（火）まで 

  ②郵送 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 16 日（火）まで 当日必着 

  ③持参 

   平成 15 年 9 月 11 日（木）から 9 月 16 日（火）まで（9 月 13 日，14 日，15 日は， 

  受付できません。） 

 （3）提出先  

  京都市教育委員会総務部京都御池中学校・複合施設建設室 

  〒604－8091 

  京都市中京区寺町通御池下る下本能寺前町 500-1 中信御池ビル 7階  

  電子メールアドレス  oike-fukugo@edu.city.kyoto.jp 

 （4）交付方法 

  ①交付期間  平成 15 年 9月 18 日（木）及び 9月 19 日（金） 午後 1時から午後 

            5 時まで 

  ②交付場所  京都御池中学校・複合施設建設室 執務室 

           京都市中京区寺町通御池下る下本能寺前町 500－1 中信御池ビ 

           ル 7 階  

 （5）留意事項 

  ①資料の交付は，申込期間内に所定の申し込みを行った事業者だけに交付しま 

   す。（1 事業者 1部に限ります。） 

  ②資料の用途は本事業にかぎり，他の目的，用途に使用することを禁じます。 

 


